
１．はじめに 

さいたま市では、いわゆる「中一ギャップ」の緩和を目指し、小・中学校間の円滑な接続を図るた

めに平成２４年度から「さいたま市小・中一貫教育」の研究を進めてきました。また、学校教育法の

改正により平成２８年４月から９年間の義務教育を一貫して行う「義務教育学校」の設置が可能とな

りました。 

一方、武蔵浦和駅周辺地区においては、人口増加の影響により、多くの小・中学校が過大規模・大

規模校となっており、教育環境の改善が喫緊の課題となっています。加えて、児童生徒数の推計から、

この地区にはさらに小学校１校、中学校１校に相当する規模の増加が見込まれます。 

そこで、市有地である沼影公園と沼影小学校の敷地を一体的に活用して校舎を新設し、この新設校

舎と、既存の浦和大里小学校校舎、内谷中学校校舎の３つの校舎からなる学園構想により、教育の質

の向上と良好な教育環境の整備を目的とした義務教育学校を整備するため、ここに基本計画を策定

します。 

２．武蔵浦和駅周辺地区義務教育学校の教育の概要 

（１）目指す学校像 

本市の教育が目指す人間像「世界と向き合い 未来の創り手として 輝き続ける人」の実現に向

け、武蔵浦和駅周辺地区義務教育学校では、子ども一人ひとりの特性を踏まえ、９年間の一貫した教

育を通じて、個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実を図り、自らの可能性を高めながらより

良い未来を創造する力をはぐくむ学園「新しい自分と出会える学園 ～To the next stage～」を目

指します。 

（２）学年編成と児童生徒数・学級数 

これまでの小中一貫教育の研究の成果を踏まえ、４－３－２年制の学年編制とし、各校舎における

児童生徒数を下表のように見込んでいます。 

校舎 
浦和大里校舎（現 浦和大里小学校）

内谷校舎（現 内谷中学校） 
沼影校舎（新設校舎） 

学年編制 第Ⅰ期（１～４年） 第Ⅱ期（５～７年） 第Ⅲ期（８～９年） 

ステージ 基礎・基本定着期 基礎・基本拡充期 発展・充実期 

児童生徒数

住民基本台帳に基づく推計

各校舎 約 800人 約 2,000人 

学級数 
小学校35人学級

中学校40人学級

各校舎 26学級 

（内 特別支援学級 ２学級）

63学級 

（内 特別支援学級 ６学級）

（３）ユニット制  

 約３，６００人の児童生徒が在籍する学園において教育活動を展開するにあたり、ユニット

制を導入し、適正な規模での教育活動を実現し交流活動の活性化を図ります。 

・ユニットとは７００名～８００名の児童生徒で構成した異学年グループ 

・学園全体を５つのユニットで構成し、適正な規模で教育活動を展開 

・学園全体に校長１名、ユニットごとに副校長１名、教頭１名を配置し、きめ細かな効率的・効

果的な学校運営が行われる体制を研究 

３．沼影校舎（新設校舎）の計画概要 

所 在 地 さいたま市南区沼影２丁目７番３５号外 

敷 地 面 積 約 31,000㎡ 

用 途 地 域 準工業地域 

高 度 地 区 指定なし 

建蔽率・容積率 ６０％・２００％ 

用    途 義務教育学校 

延 べ 面 積 約 36,000㎡ 

概算工事費 約 1３３億円※ 

※さいたま市公共施設マネジメント計画・第２次アクションプラン 

ハコモノ施設における修繕・改修、更新（建替）等の単価を基に算定 

武蔵浦和駅周辺地区義務教育学校整備基本計画（概要版） 

計画地

（沼影校舎）

浦和大里小

（浦和大里校舎）

武蔵浦和駅

内谷中

（内谷校舎）

計画位置図

ユニット制イメージ図

学園



４．施設整備の基本的な考え方 

武蔵浦和駅周辺地区義務教育学校を整備するにあたり、基本的な考え方を以下に示します。 

（１）高機能かつ多機能で変化に対応できる柔軟性・可変性のある施設 

・ＩＣＴの活用による時間や場所に限定されないシームレスな学びが可能な施設 

・ユニット制を生かしつつ、学年・学級の枠組みを超えた協働的な学び等の多様な学習活動に対

応できる空間の整備 

学習活動に柔軟に対応できる多目的な空間※ 高度な学びを誘発する創造的な教室※

（２）地域コミュニティの拠点、生涯学習の場として地域に身近な学校施設 

・地域住民と児童生徒が気軽に触れ合える

環境の整備 

・生涯学習の場として学校と地域が連携・

協働する空間の整備 

・図書館をはじめとする様々な学校施設を

地域住民も利用し、多様な「知」を集積す

る共創空間の整備 

地域の人たちと連携・協働する共創空間※

※空間イメージについては、文部科学省「新しい時代の学び

を実現する学校施設の在り方について」中間報告より抜粋

（３）安全安心で誰もが使いやすい学校施設 

・誰もが使いやすいユニバーサルデザインの導入及び災害時における避難所としての機能強化 

・新しい生活様式を踏まえ、健やかに学習・生活できる衛生環境の整備 

（４）総合的かつ長期的な視点に立った変化に対応できる学校施設 

・本地区における将来的な学校規模の変化に柔軟に対応できる施設 

・他の用途への転用を見据えた改修しやすい施設 

・脱炭素社会の実現に貢献する持続可能な教育環境を整備 

５．既存校舎の改修 

義務１～４年生が学ぶ浦和大里校舎及び内谷校舎については、既存の浦和大里小学校及び内谷中

学校を改修して活用します。特に内谷校舎については、現在中学校であるため、特別教室の実験台等

を小学生の使用に適した高さにするなど、児童の身体寸法に合わせた改修を行います。 

６．整備の手法 

「さいたま市ＰＦＩ等活用指針」に基づき従来型方式や民活手法（ＰＦＩ、ＤＢ）について、比較

検討を行い、整備手法の選定を行いました。ＶＦＭの算定にあたっては、民間による実施ができない

学校の授業運営以外については、事業者が実施すると仮定しました。 

・ＶＦＭが3.65％と同種事例に比べて低く、コスト削減効果に優位性がない 

・民活方式では事業契約までに時間を要するため、従来型方式と比べて開校が遅れる見込み 

以上のことから、「従来方式（設計・施工分離発注方式）」で整備を行うこととします。 

※ＰＦＩ：（Private Finance Initiative の略）民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用して公共施設等の設計、建

設、維持管理、運営等を行うことにより、質の高いサービスをより少ない財政支出で提供するもの。 

※Ｄ Ｂ：（Design（設計）＋Build（建設）の略）民間が施設の設計・建設を包括して行うもの。 

※ＶＦＭ：（Value For Money の略）支払ったお金（＝税金）に対し、最も高い価値（＝公共サービスなど）が得られ

るということ。民間の資金やノウハウを行政運営に取り入れ、コスト削減を目指すPFI の重要な概念。 

７．整備スケジュール 

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度

施設整備
基本計画 基本設計  実施設計  建設工事

開校 
外構工事

沼影小解体


